
２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

中野区におけ
る住宅まちづ
くりの基本に
関する条例
（H5.6.21）
（H13.6.1最
終改正）

良質な住宅の確
保、良好な住環境
の形成を図る住宅
まちづくりの基本
に関する事項を定
めている。

○
白書

○ 東京都等
に公共住
宅供給を
要請

ー 住宅マスター
プランの居住
水準及び住環
境水準の目標
に適合するも
のでなければ
ならない。

ー ー 区は賃貸人等
に対し啓発に
努める。

ー ー ー ー ー ー ー

中野区共同住
宅等建築指導
要綱
（H3.4.１）
（H16.3.31最
終改正）

区内に建築される
共同住宅等の居住
水準の維持向上を
図るため建築主等
に対する指導基準
を定めている。

ー ー ー ー 第1種低層住居
専用地域及び
第2種低層住居
専用地域内は
20㎡以上、そ
の他の用途地
域については
18㎡以上

5分の1以上の住戸につい
て、39㎡以上。ただし、
15戸未満のもの、寮、寄
宿舎は除く。

ー ー ー （共同住宅等の設計上の基準）壁・床の厚さ、隣地境界線
との距離、管理人室、自動車駐車場、ごみ置場、自転車等置
場、リサイクル資源集積所、騒音対策
（共同住宅等の設計上の留意事項）排気対策、防犯対策、
プライバシー保護対策、周囲の景観との調和

ー （共同住宅等の管
理上の指導基準）
管理体制、管理人
氏名等の表示、管
理規則の作成・遵
守等、ごみに関す
る協議

ー ー ー

千代田区住宅
基本条例
（H4.3.26）
（H12.3.28最
終改正）

住宅政策の取り組
みを明らかにし、
住宅及び住環境に
関する施策を総合
的かつ計画的に実
施するため、この
条例を制定する。

○
白書

－ 区は、区
営住宅、
区民住宅
その他の
公共住宅
の供給に
努める。

－ － － － 区は賃貸人等
に対し啓発に
努める。

－ ー ー ー ー ー ー

千代田区ワン
ルームマン
ション等建築
物に関する指
導要綱
（S61.7.1）
（H16.8.1最
終改正）

ワンルームマン
ション等建築物の
建築及び建築工事
完了後において発
生する紛争を未然
に防止するため、
その建築計画及び
管理等に関する必
要な基準を定め
る。

－ － ー ワンルーム形
式の住戸
主として１の
居室からなる
専用面積が30
㎡以下の住戸
をいう。
ワンルームマ
ンション等建
築物
地階を含む階
数が４以上
で、ワンルー
ム形式の住戸
を10戸以上有
する建築物。

各住戸の専用
面積は、22㎡
以上

総戸数が20以上は、ファ
ミリー向け住戸（専用面
積が40㎡以上）の専用面
積の合計が、住戸の専用
面積の合計の1/3以上。た
だし、当該建築物の住戸
の入居者の全部又は一部
が生活上の指導又は援助
等を受けながら共同生活
を営む住戸並びに高齢者
及び身体障害者等の円滑
な使用に配慮した構造及
び設備等を有する住戸が
あるときは、当該住戸部
分は、戸数及び専用面積
の合計からは除く。

－ － － （建築主及び所有者等の責務　等)
・住民登録を行うよう指導に努める。 等
・住戸を、住宅以外の用途に転用しないよう努める。
・入居者は、建築物の維持管理を適正に行うとともに、使用
規則を遵守し良好な近隣関係の形成に努めなければならな
い。
・工事施行者等は、建築主及び所有者等とともに紛争の防止
及び解決に努めなければならない。

（その他)
隣地からの壁面後退
空地の確保及び緑化の推進
ゴミ保管施設の設置
駐車施設の付置
周辺の生活環境への配慮

－ ・管理人室の設置
・管理人の設置
・緊急連絡先の表
示
・使用規則の作成
と居住者への遵守
・管理の状況を区
長に報告

建築主及び所
有者等は、そ
の建築、所有
又は管理する
ワンルームマ
ンション等建
築物の入居者
に対し、町会
等の地縁団体
に加入するよ
うに指導に努
めなければな
らない。

ー ー

中央

中央区の住宅
及び住環境に
関する基本条
例
（H2.4.1）
（H10.6.19最
終改正）

住み良い住宅の供
給、維持及び保全
並びに良好な住環
境の形成の推進に
ついての基本とな
る事項を定める。

○ － 区立住
宅、区営
住宅の整
備を積極
的に推進

－ － － － － － － － － － － －

港区単身者向
け共同住宅の
建築及び管理
に関する条例
（H17.4.１）

良質な単身者向け
共同住宅の整備を
促し、もって地域
における生活環境
の維持及び向上を
図るとともに、良
好な近隣関係の形
成に資することを
目的とする。

－ － － 単身者向け共
同住宅　住戸
専用面積が37
㎡未満の住戸
の数が、7以上
の共同住宅(住
戸専用面積が
50㎡以上の住
戸の数が総戸
数の3/4以上で
ある共同住宅
を除く。)をい
う。

規則で定める
住戸専用面積
を確保しなけ
ればならな
い。

建築主は、建築をしよう
とする単身者向け共同住
宅の総戸数が30戸以上と
なる場合は、用途地域の
区分に応じ、区規則で定
める家族向け住戸を当該
単身者向け共同住宅に設
置しなければならない。

－ － － (建築主及び建築物所有者等の責務)
・周辺の生活環境への配慮と良好な近隣関係の保持
・次に掲げる施設を設置しなければならない。
(施設の設置)　　管理人室、駐車施設、駐輪施設、廃棄物
保管施設
(緑化等)
(周辺の生活環境への配慮)
(管理人の配置等)

－ － － － －

同上条例施行
規則
（H17.4.１）

条例の施行につい
て、必要な事項を
定める。

－ － － － ２５㎡以上
（商業地域で
は20㎡で総戸
数の1/2以上は
25㎡）

家族向け住戸は、50㎡以
上とし、商業地域内にあ
る場合　単身者向け共同
住宅の総戸数から29を減
じた数の1/10に相当する
数に1を加えた数。商業地
域以外にある場合　単身
者向け共同住宅の総戸数
から29を減じた数の1/5に
相当する数に1を加えた数

－ － － (駐車施設の設置基準)
(駐輪施設の設置基準)
(廃棄物保管施設の設置基準）

－ ・周辺の生活環境
への配慮
・管理人室の設置
基準
・管理人の配置等
・入居者の遵守事
項

（入居者の遵
守事項）
町会等の地域
活動に関する
こと

－ －

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

中野

千代田

港
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
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環境への
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分譲マンション適正
管理
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落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

新宿区の住宅及
び住環境に関す
る基本条例
（H3.2.27）
（H15,6.19最終
改正）

新宿区の住宅政策
について基本的な
事項を定める。

○ ○ 区立住宅
及び区営
住宅の整
備を積極
的に推進
する。

－ － － － 区長は居住差
別の解消に努
める。

－ － － － － － －

新宿区ワン
ルームマン
ション等の建
築及び管理に
関する条例
（H16.4.１）

ワンルームマン
ション等の建築及
び管理に関し基本
的事項を定める。

－ － － ワンルーム形
式の住戸
専用面積が30
㎡未満の住戸
(寮及び寄宿舎
の住室を含
む。)。
ワンルームマ
ンション等
地階を除く階
数が3以上の共
同住宅、寮及
び寄宿舎で、
ワンルーム形
式の住戸を10
戸以上有する
もの。

ワンルーム形
式の住戸(寮及
び寄宿舎の住
室を除く。)の
専用面積を25
㎡以上となる
ようにしなけ
ればならな
い。

ワンルーム形式の住戸30
戸以上は規則で定める家
族向け住戸（40㎡以上）
を設置

規則
家族向け住戸は、1低層住
居専用地域は当該建築物
の総戸数から29を減じた
数に1/2を乗じて得た数、
それ以外の地域は総戸数
から29を減じた数に1/3を
乗じて得た数とする。

・道路から住
戸に至る経路
に高齢者に配
慮した措置、
高齢者の入居
する住戸を低
層の階にする
等災害時にお
ける避難及び
安全に配慮
・ワンルーム
形式30戸以上
の場合は、2割
以上の住戸に
管理人室への
通報設備を設
ける、（手す
りの設置その
他高齢者の利
用に配慮した
措置を講ずる
など)

建築主・所有
者等は入居を
希望する高齢
者を受け入れ
るよう努めな
ければならな
い。

建築主・
所有者等
は、高齢
者円滑入
居賃貸住
宅の登録
を受ける
ように努
めなけれ
ばならな
い。

・区長は、建築主及び所有者等の理解と協力の下に、ワン
ルームマンション等の建築及び当該建築後の管理について適
切な指導及び助言を行うように努めなければならない。
(建築に関する基準)
緊急自動車又は運送自動車が停留できる空地、自転車原動機
付自転車、自動二輪車の駐車場、廃棄物の保管場所及びその
保管方法に、必要な措置、騒音の防止、近隣居住者のプライ
バシーへの配慮等、生活環境の保全に必要な措置
(管理に関する基準)
管理人を定め、緊急時の連絡先等の表示板を設置、違法駐
車、騒音等の迷惑行為の禁止、廃棄物の排出方法等の入居者
への遵守

－ 所有者等は、違法
駐車、騒音を発生
させる行為等の迷
惑行為、廃棄物の
排出方法等の周辺
環境への配慮を入
居者に遵守させる
ように努めなけれ
ばならない。
ワンルームマン
ション等が住戸を
30戸以上有する場
合は、規則で定め
るところにより、
適切に管理しなけ
ればならない。

建築主及び所
有者等は、規
則で定めると
ころにより、
当該ワンルー
ムマンション
等の入居者に
係る地域にお
けるコミュニ
ティの推進に
関し、必要な
措置を講ずる
ように努めな
ければならな
い。

－ －

文京区住宅基
本条例
（H4.10.2）
（H16.6.22最
終改正）

住宅政策の目標と
基本的な方向を明
らかにする。

○
白書

○（組
織及び
運営に
関する
規則あ
り）

区営住
宅、区民
住宅の供
給に努め
るものと
する。

－ － － － 区は関係者に
啓発する。

－ ・まちづくりに関する施策との一体性の確保
・まちの景観への配慮
・土地建物の共同化等への支援
・良質な住宅の普及のための啓発
・開発事業における住宅の供給促進
・開発事業における住環境の整備

－ － － － －

文京区ワン
ルームマン
ション等の建
築及び管理に
関する条例
（H20.7.１）

建築に起因する紛
争の防止、円滑な
近隣関係の保持、
良好な生活環境の
維持

－ － － ワンルーム形
式の住戸
40㎡未満の住
戸、階数が3以
上、ワンルー
ム形式の住戸
が10戸以上
ワンルームマ
ンション等
階数が3以上
（居室を有し
ない地階を除
く。）の共同
住宅又は寄宿
舎で、ワン
ルーム形式の
住戸を10戸以
上有する建築
物をいう。

25㎡以上 15戸を超えるワンルーム
マンションでは総戸数か
ら15戸を減じた数の1/2を
40㎡以上

バリアフリー
に配慮した住
戸に努める。

建築主等は高
齢者・障害者
等を受入れる
よう努める。

－ （建築に関する基準）
隣地境界線までの距離、敷地内の緑化、近隣の住環境を考慮
した廃棄物保管場所及び再利用対象物保管場所の設置、自動
車、自転車、自動二輪車等の駐車施設の設置、管理人室の設
置
集会室を設置するよう努める
（高齢者等に対する配慮）
（住宅の防犯）
建築主等は、必要な措置を講ずるよう努める。

－ ・管理人室を設置
すること
・入居者間の交流
の促進等を図るた
めの集会室を設置
するよう努めるこ
と

建築主は入居
者の町会・自
治会への加入
に努める。

－ －

同上条例施行
規則
（H20.7.１）

ワンルームマン
ション等の建築及
び管理に関する条
例の施行について
必要な事項を定め
るものとする。

－ － － － － － － － － （建築に関する基準）
（高齢者に対する配慮）

－ 管理に関する基準 － － －

新宿

文京
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台東区定住ま
ちづくりに関
する基本条例
（H3.6.27）

調和のとれた安全
で住み良い生活環
境の維持、向上を
図ることを目的と
する。

○ － 区長は自
ら供給
し、民間
住宅を借
り上げ、
他の公的
住宅の供
給主体に
働きかけ
整備に努
める。

－ － － － － － ・区長は、前項の施策の策定及び実施にあたっては、区民へ
の情報の提供に努め、かつ理解と協力を求めるとともに、
国、東京都及び関係機関と連携して、その推進に努めるもの
とする。
・区長は、定住人口及び適正な人口構成の確保を図るため、
継続して居住する区民及び新たに区内に居住しようとする者
に対して、定住を促進する施策の積極的な展開に努めるもの
とする。

－ － － － －

台東区集合住
宅の建築及び
管理に関する
条例
（H17.7.１）
（H20.7.１最
終改正）

この条例は、集合
住宅の建築及び管
理に関し基本的事
項を定めることに
より、良好な住環
境の形成に資する
ことを目的とする

－ － － 集合住宅
住戸の数が10
以上の下宿、
共同住宅又は
寄宿舎(その他
の用途を併用
する場合を含
む。)の用途に
供する建築物
をいう。

25㎡以上 15戸～50戸 高さ40ｍ以下
は40㎡以上を1/3以上、40
ｍ～50ｍ、総戸数50戸～
100戸、50ｍ以下は50㎡以
上を1/9、40㎡以上を1/3
以上、100戸以上50ｍ以上
は75㎡以上を1/20、50㎡
以上を1/4、40㎡以上を
1/2以上

住戸数15戸以
上は1/5以上を
通報設備、規
則で定める手
すりなどの設
置

－ バリアフ
リー化し
た住戸の
登録の努
力義務

建築及び管理に関する基準
駐車施設の設置、廃棄物保管場所の設置、空地の確保、壁面
等の後退、集会室の設置、雨水対策
省エネルギー対策(外壁、窓等を通しての熱の損失の防止の
ための措置を講ずるよう努めなければならない。 )
防火水槽の設置(消防署と協議し、当該建築物又はその敷地
内に、必要に応じて防火水槽を設置するよう努めなければな
らない。）
管理人室の設置、管理に関する基準

大規模集
合住宅は
規則で定
める外
壁、窓等
の熱損失
防止措置

・管理人室の設置）
・管理人を定め、緊
急時の連絡先等の事
項を記載した表示板
を設置しなければな
らない）
・入居者の遵守事項
を記載した管理規約
等を作成するよう努
めなければならな
い）
・管理人を駐在させ
るよう努めなければ
ならない。

建築主等又は
所有者は、集
合住宅の入居
者の町会又は
自治会への加
入に関し、規
則で定めると
ころにより、
必要な協力を
行うよう努め
なければなら
ない。

－ －

墨田区住宅基
本条例
（H4.4.１）
（H14.12.9最
終改正）

住宅政策の基本理
念及び施策の基本
となる事項を定め
ることにより、区
民の住生活の安定
及び向上を図り、
もって地域産業と
住環境が調和した
地域社会の維持及
び発展に寄与する
ことを目的とす
る。

○
（住宅
及び住
環境の
状況を
積極的
に提
供）

－ 公営住宅
の整備を
推進、良
質な住宅
を誘導す
る。

－ － － － － － ・国、東京都及び関係機関との連携を図り、区の地域特性を
踏まえた住宅施策を遂行するように努めなければならない。

－ － － － －

墨田区集合住
宅の建築に係
る居住環境の
整備及び管理
に関する条例
（H20.7.１）

集合住宅の建築に
関し必要な事項を
定めることによ
り、良質な集合住
宅の整備を促し、
もって地域の居住
環境の保全及び良
好な近隣関係の形
成を図ることを目
的とする。

－ － － 集合住宅の定
義
15戸以上、延
床面積1000㎡
以上、5階以上

25㎡以上 事業者等は多様な世代が
安心して住み続けられる
良質な住まいの提供を行
わなければならない。
住戸数25戸以上は30％以
上を40㎡以上の住戸とす
る。住戸数50戸以上でか
つ半数以上を40㎡以上の
住戸が占める場合は、全
体の20％以上を70㎡以上
の住戸とすること。

規則で定める
ところによ
り、すべての
住戸をバリア
フリーに配慮
した住戸とす
る。

－ － 施設の整備（規則で定める施設の整備を行わなければならな
い。)
管理人室の設置
適切な維持及び管理
管理責任者の選任、緊急連絡先の表示板設置、管理体制
 入居予定者と入居に係る契約を締結する際に管理規約に盛
り込み周知徹底を図る。（近隣への迷惑行為又は不快行為と
なる騒音等を発生させないこと。ごみ・資源の分別等適正な
処理ルール等、周辺道路に自動車等を駐車させないこと。)
周辺地域の居住環境への配慮

－ 周辺地域の居住環
境への配慮

区民等は地域
の良好なコ
ミュニティの
形成に取り組
むよう努め
る。

－ －

同上条例施行
規則
（H20.7.1)

墨田区集合住宅の
建築に係る居住環
境の整備及び管理
に関する条例(平
成20年墨田区条例
第10号。以下「条
例」という。)の
施行について必要
な事項を定めるも
のとする。

－ － － － － － バリアフリー
に配慮した住
戸の基準（玄
関、廊下、浴
室に手すりの
設置又は設置
可能な構造、
玄関、廊下の
有効幅は80cm
以上確保、段
差の解消等と
する。道路か
ら住戸へ至る
バリアフリー
に努める。等
※50戸以上の
住戸は20％以
上に管理人室
への通報設備
の整備に努め
る。

－ － ・駐車場、自転車置き場等の設置等
・集会室等の整備
・緑地等の整備
・建築物上の緑地の整備
・雨水利用等
・廃棄物保管施設の整備
・壁面の後退
・防火水利
・内装材料の制限
・防災行政無線放送への弊害の解消
・備蓄倉庫等の整備
・都市型ケーブルテレビ等の整備
・都市計画道路に面する場合の施設整備
・道路の整備
・安全な環境の確保
・子育て支援（すみだ子育て支援マンション認定制度要綱の
認定基準に適合するよう努めるものとする）
・都市景観への配慮
・住民登録等

－ ・緊急連絡先等
（管理責任者届、
緊急連絡先表示
板）
・ 管理体制（駐在
管理と機械警備）
・報告（維持・管
理について）

事業者は町
会・自治会へ
の加入を誘導
すること、町
会・自治会の
お知らせ用掲
示板の設置、
区民等都の協
定の締結に努
める。

－ 道路に面
するガラ
ス、外壁
に取り付
けるガラ
スは原則
網入り

墨田

台東
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

江東区住宅基
本条例
（H6.1.１）

区民が快適な住環
境の下で地域社会
と調和した住環境
の安定と向上を図
れることを目的と
する。

○ － 区は公共
住宅の供
給に努め
る

－ － － － 区は啓発に努
める。

－ － － － － － －

江東区マン
ション等の建
設に関する条
例
（H20.4.１）

事業者と区が協働
して良好な住宅及
び住環境の整備、
市街地環境の形成
を促進し、安全で
快適なまちづくり
の推進に寄与する
ことを目的とす
る。

－ － － 世帯用住戸ー40
㎡以上の住戸
ワンルーム住
戸ー40㎡未満の
住戸
マンションー3階
以上、20戸以
上、半数以上が
世帯用
ワンルームマン
ションー3階以
上、20戸以上、
半数以上がワン
ルーム住戸
業務用建築物

25㎡以上 － － － － 事業者の責務（事業者は、マンション等の名称に地名を用い
る場合は、当該マンション等の所在する地名を使用するよう
努めなければならない。)
公開スペースの整備、壁面等の後退、駐車施設の設置、廃棄
物の集積場の設置、安全対策
災害対策用施設の設置（地震その他の災害時における安全を
確保するため、規則で定める安全対策を講ずる)
土壌汚染対策、住居の衛生的環境の確保、集会所の設置、コ
ミュニティスペースの設置、地域コミュニティへの配慮（談
話コーナー等の規則で定めるコミュニティスペースの設置)

－ ・管理人室を設置
するものとする。
・事業者は、管理
組合及び管理業者
等を指導するもの
とする
・規則で定める管
理に関する事項を
表示するものとす
る。
・管理規約を策定
するよう努めなけ
ればならない。
・事業者は管理組
合の設立を支援す

事業者は地域
住民とワン
ルームマン
ション入居者
とのコミュニ
ティの形成に
努める

－ －

同上条例施行
規則
（H20.4.１）

江東区マンション
等の建設に関する
条例(平成19年12
月江東区条例第45
号。以下「条例」
という。)の施行
について、必要な
事項を定めるもの
とする。

－ － － － － － － － － ・壁面等の後退、50cmとする。
・自動車駐車場、自転車駐車場及び自動二輪車駐車場につい
て
・安全対策（室内における家具の転倒防止及び落下防止）
　　　（敷地境界部分の生け垣設置）
・災害対策用施設（災害用格納庫）
・集会所の面積
・コミュニティスペース

－ ・管理体制
・管理に対する表
示
・管理規約等

地域コミュニ
ティへの配慮
(1)　町会及び自
治会への加入
(2)　地域住民と
の協定の締結及
び遵守
(3)　住民登録等
の届出
(4)　地域行事等
への参加

－ 道路、通
路及び主
要出入口
に面する
窓ガラス
及び壁面
取付物の
落下防止

品川区住宅基
本条例
（H3.3.12）

住生活の維持・向
上、定住人口の確
保、住宅・商業・
工業機能の均等の
とれた地域社会の
継続・発展に寄与
することを目的と
する。

○
（住宅
と住環
境の必
要な調
査を行
う）

－ 住宅の整
備を積極
的に推進
する。

－ － － － － － 住宅の水準
①世帯人員に応じた適切な住戸面積②地震等の災害に対する
安全性の確保③保健衛生上の性能④高齢者・障害者の安全
性・快適性の配慮

－ － － － －

品川区ワン
ルーム形式等
集合建築物に
関する指導要
綱
（H20.4.１）

建築主等の協力を
求め、近隣関係住
民との紛争の未然
防止、良好な生活
環境、地域社会の
形成に資すること
を目的とする。

－ － － ワンルーム形
式の住戸
30㎡未満、3階
以上、15戸以
上、総戸数の
1/3が30㎡以下

第１種低層住
居専用地域は
25㎡　その他
は20㎡

40㎡以上のファミリータ
イプ住戸の設置（要領
15戸～19戸は1戸、20戸～
29戸は2戸、30戸以上は第
１種低層住居専用地域2＋
（住戸数-30）×1/3、近
商、商業は1/10、その他
は1/5

－ 1/10以上を高
齢者の居住に
配慮した住戸
にし、65歳以
上の高齢者を
入居させるよ
う努める。

－ ・（要領）高齢者に配慮した住戸
①住戸内に段差を設けない②玄関、便所、浴室の手すり③便
所は腰掛便器(①②は手すりの設置が可能な壁でも可)
・壁面の後退
・空地の確保及び緑化の推進
・プライバシーの保護（階段、廊下の防音に配慮した床面の
仕上げ含む）
・駐車施設の設置
・廃棄物保管場所の設置

－ ・管理人室の設置
・管理人の設置
・緊急時の連絡策
表示
・管理方法等の協
定の締結（近隣住
民が望む場合、締
結するよう努め
る）
・管理規約等（入
居者への周知徹
底）

建築主・家主
は住民登録を
行う指導、町
会・自治会等
への加入の指
導に努める。
入居契約前に
管理規約を定
め、周知徹底
する。（要領
町会等都の協
定の遵守、防
災訓練等への
参加、国勢調
査への協力
）

－ －

品川

江東
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

目黒区住宅基
本条例
（H4.4.１）
（H20.1.1最
終改正）

区民が良好な居住
環境のもとで安心
して快適に住み続
けられるための住
宅対策の推進を図
り、もって健康で
文化的な住生活の
維持及び向上に寄
与することを目的
とする。

　○
（住宅
及び住
環境の
実態を
把握、
必要な
調査を
実施す
る）

○ 公的住宅
の供給主
体に要請

－ － － 区は賃貸人等
に対し啓発に
努める。

－ － 良質な住宅
①家族構成に応じた適切な住宅規模②地震等の災害に対する
安全性の確保③保健衛生上の性能④高齢者・障害者の安全
性・快適性の配慮

－ － － － －

目黒区大規模
建築物等の建
築に係る住環
境の整備に関
する条例
（H19.11）
（H21.8最終
改正）

大規模建築物等を
建築する場合にお
ける住環境の整備
に関する基本的事
項を定めることに
より、良好な住環
境の維持及び向上
を図り、もって安
全で快適に住み続
けられる街づくり
に資することを目
的とする。

－ － － 床面積が40㎡
メートル未満
の住戸（以下
「小規模区
画」とい
う。）の数が
10以上で、か
つ、その階数
が３以上であ
る建築物（小
規模区画の数
が建築物全体
の住戸の数の
３分の１以下
のものを除
く。）をい
う。

２５㎡以上 － － － － ・生活環境への配慮等生活環境に及ぼす影響を考慮し、防
音、防臭、近隣住民のプライバシーの保護等の必要な措置を
講ずるよう努める。
・隣地境界線からの壁面の後退
・環境空地の確保
・道路境界線からの壁面の後退
・駐車施設等の設置
・集会施設の設置
・建築物の維持管理

－ ・管理体制 ・建築主及び
所有者は安全
で快適に住み
続けられる街
づくりのた
め、地域のコ
ミュニティ活
動に協力する
よう努めなけ
ればならな
い。

－ －

同上条例施行
規則
（H20.1）

条例の施行に際し
必要な事項を定め
る。

－ － － － － － － － － ・生活環境への配慮等（冷暖房設備の室外機の防音及び防振
の措置、排気口の向き）
・換気設備の設置に当たって防臭措置を講ずること及び排気
方向
・窓、廊下その他プライバシーの保護に配慮し、目隠しの設
置等
・隣地境界線からの壁面の後退距離
・境界空地の基準
・道路境界線からの壁面の後退距離の基準
・駐車施設等の設置基準
・集会施設の設置基準
・小規模区画以外の住戸の設置基準

－ ・管理体制 － － －

大田区開発指
導要綱
（H21.4.1）

区内における無秩
序な開発行為を防
止し、良好な生活
環境の向上を図
り、安全で快適な
まちづくりの推進
に寄与することを
目的とする。

－ － － ワンルーム形
式の住戸
住戸面積が37
㎡未満の住戸
ファミリー形
式住戸
住戸面積が37
㎡以上の住戸

25㎡以上（第
１種、第2種低
層住居専用地
域）
※その他の地
域は最低でも
20㎡以上

総住戸数が30戸以下の場
合は１以上、
30戸以上で第１種、第2種
低層住居専用地域は1+
（総住戸数-30)×1/3、近
商、商業は1/10、その他
は1/5の住戸をファミリー
型式住戸とする。

－ － － ・湧水の保全
・生垣等の設置
・自然エネルギーの活用（太陽光発電、風力発電、太陽熱利
用等の自然エネルギーの活用）に努める。
・自動車駐車場、自転車駐車場の設置
・廃棄物保管場所等の設置
・事業主は住民登録の指導に努める。

－ － 事業主は入居
者による自治
会の設立、既
存の自治会と
町会の連携、
地域防災訓練
の参加等が円
滑に出来るよ
う努める。

－ －

同上要綱施行
細則
（H21.4.1）

指導要綱の施行に
ついて、必要な事
項を定める。

－ － － － － － － － ・壁面後退距離等
・緑化
・駐車場の取扱い

－ － － － －

目黒

大田
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

世田谷区建築
物の建築に係
る住環境の整
備に関する条
例
（H14.4.１）
（H21.9.30最
終改正）

地域の環境に調和
した良好な生活環
境の維持・向上、
安全で住みやすい
快適な環境の街並
の形成を目的とす
る。

－ － － 集合住宅等建築
物ー40㎡以上の
住戸が20戸以
上、延床面積が
1500㎡以上
ワンルーム建築
物ー3階以上40㎡
未満の住戸が住
居系・準工業12
戸以上、商業15
戸以上

25㎡以上、
寮・寄宿舎は
住戸専用面積
18㎡以上（共
用の食堂、浴
室等の床面積
の合計を住戸
数で除した面
積を加算して
25㎡以上、た
だし単身者用
は除く）

ワンルームマンションで
延床面積1500㎡以上、30
戸以上は規則で定める住
戸数を40㎡以上、かつ住
戸専用面積の合計を住戸
数で除した面積を50㎡以
上となるよう努めなけれ
ばならない。

－ － － ・隣地から壁面等の後退
・外壁等の色彩（街並み及び周辺の景観との調和に配慮する
よう努めるものとする）
・駐車施設の附置及び騒音等の防止
・外壁等の色彩（町並み及び周辺の景観との調和）
・生活環境への配慮（防音、防臭及び近隣の住民のプライバ
シーの保護その他）
・防火・震災対策等に必要な水槽の設置に努める（規則3000
㎡～5000㎡　40トン、5000m～10000㎡　60トン、10000㎡以
上　100トン）

－ ・管理人室の設置
・管理に関する基
準
・建築物の維持・
管理（長期の修
繕、建替え等の重
要事項に関する計
画）

－ － 落下物を
避けるた
め空地、
バルコ
ニー、ひ
さし等
（延面積
10,000㎡
以上）

同上条例施行
規則
（H14.4.１）
（H1910,1最
終改正）

条例の施行に際し
必要な事項を定め
る。

－ － － － － ワンルーム形式の住戸か
ら30戸を減じたものに1/2
を乗じる。

－ － － ・隣地から壁面等の後退の距離
・駐車施設の設置基準等
・生活環境への配慮
・雨水対策
・ファミリー向け住戸の設置の数等

－ ・管理人室等の設
置基準・管理に関
する基準

－ － －

世田谷区住宅
条例
（H2.4.１）
（H19.3.14最
終改正）

区民の健康で文化
的な住生活の維持
及び向上を図るこ
とを目的とする。

○
（基礎
的な調
査を定
期的に
行う）

○
（世田
谷区住
宅委員
会の設
置）

公営住
宅、障害
者・高齢
者を対象
とした住
宅の供給

－ 住生活基本
法・全国計画
に定める単身
者の最低居住
面積水準以
上。区は指導
し正当な理由
がなく従わな
いときは公表
できる。

区長は建築物の形態、規
模、地域の特性等に応じ
て必要と認める住戸面積
を定めることができる。

－ － － 住宅の水準
①世帯人員に応じた適切な住宅規模②災害に対する安全性の
確保③保健衛生上の性能④高齢者・障害者の安全性・快適性
の配慮

区及び事業者は建設される住宅の住居費が適切なものとなる
よう努めなければならない。

－ － － － －

渋谷区ワン
ルームマン
ション等建築
物の建築に係
る住環境の整
備に関する条
例
（H15.1.１）
（H19最終改
正）

地域における生活
環境及び居住環境
の維持・向上、良
好な近隣関係の形
成

－ 　○
（住環
境整備
審議
会）

－ ワンルームマ
ンション等建
築物ー階数が3
以上の共同住
宅で29㎡未満
の住戸の数が
15以上で、か
つ当該住戸の
数が住戸の総
戸数の1/3以上
の建築物。階
数が3以上の住
宅または共同
住宅で賃貸借
する個室の数
が15以上の建
築物。

第１種、第2種
低層住居専用
地域は20㎡以
上、その他は
18㎡以上とす
るよう努め
る。

規則で定めるファミリー
向け住戸（39㎡以上）の
設置に努める。

－ － － ・駐車施設の設置
・廃棄物保管場所の設置
・隣地からの壁面後退
・空地の確保及び緑化
・ファミリー向け住戸の設置

－ ・管理人室の設置
・管理に関する基
準

－ － －

同上条例施行
規則
（H15.1.１）
（H15.7.1最
終改正）

条例の施行につい
て、必要な事項を
定める。

－ － － － － － － － － ・駐車施設の附置基準
・廃棄物保管場所の設置基準
・隣地からの壁面後退
・周辺の生活環境への配慮
・ファミリー向け住戸の設置数

－ ・管理人室の設置
基準
・管理に関する基
準

－ － －

渋谷区マンス
リーマンショ
ン等建築等規
制条例
（H18.12.15
）

極めて短期間に使
用者の入れ替わる
マンスリーマン
ション・ウィーク
リーマンション及
びレンタルルーム
の建築等に対し必
要な規制を行うこ
とにより、良好な
生活環境及び地域
社会の実現を目的
とする。

－ － － マンスリーマン
ション・ウィー
クリーマンショ
ンー共同住宅の
全部又は一部
を、敷金、礼金
又は保証金を要
せず、原則7日以
上2年未満の定期
借家契約により
使用させる施
設。
レンタルルーム
共同住宅の全部
又は一部を、時
間を単位で使用
させる施設。

－ － － － － ・報告と立ち入り調査、禁止命令 － － － －

－

同上条例施行
規則
（H18.12.15
）

条例の施行につい
て、必要な事項を
定める。

－ － － － － － － － － ・計画の公開
・同意申請書の閲覧
・禁止命令等

－ － － － －

世田谷

渋谷
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

杉並区住宅基
本条例
（H5.3.10）

住宅施策の目標と
基本的方向を明ら
かにする。

○
概ね５
年ごと
に調査

－ 公営住
宅、高齢
者、障害
者のため
に設置す
る住宅の
供給に努
める。

－ － － － 区は、高齢
者、障害者等
が区内に住み
続けられるよ
う必要な支援
を行うことが
できる

－ 良質な住宅
①世帯人員に応じた適切な住宅規模②地震等の災害に対する
安全性の確保③衛生上の機能④高齢者・障害者の安全性・利
便性の向上
良好な住環境
①地震・火災等の災害に対する安全性②建築物の敷地規模が
適正③十分な植栽・空地の確保④周辺の自然環境と調和⑤建
築物の色彩、形態等が周辺と調和⑥良好な近隣関係をもたら
し、地域社会の向上に資すること

－ － － － －

杉並区建築物
の建築に係る
住環境への配
慮等に関する
指導要綱
（H20.10.
１）

事業者に協力要請
することにより、
良好な住環境を守
り、創り、人と地
域と環境にやさし
いまちづくりを実
現する。

－ － － ワンルーム形
式の住戸
４０㎡未満
ファミリー形
式の住戸
４０㎡以上

適用範囲　3階
以上かつ20戸
以上、3階以上
かつワンルー
ム形式の住戸6
戸以上

25㎡以上とす
る。ただし10
戸未満の住宅
は20㎡以上と
する。

ワンルーム形式の住戸が
20戸を超える場合は20戸
を超える部分の1/2以上を
ファミリー向けとする。

事業者は全住
戸をバリアフ
リーに配慮し
た住戸とする
よう努める。
（管理人室へ
の連絡のため
の通報設備の
設置を可能に
する。滑りに
くい床材、原
則段差解消、
玄関・老化・
便所・浴室手
すり設置、廊
下の有効幅
85cm以上）

－ － 環境空地、離隔距離、
防火水槽の設置（住戸数20戸以上、延床面積1500㎡以上は40
ｔ以上の防火水槽設置に努める。）
備蓄倉庫の設置（住戸数20戸以上、緊急地震速報や気象警報
を専用受信装置を設置しＥＶの自動停止等に活用するよう努
める。)
雨水対策
浸水対策（地下室の設置における浸水対策に関する指導要綱
により届出る。）
近隣に配慮した設備等と入居者マナーの徹底（廊下、階段、
ボイラー、クーラー換気扇の防音、隣家のプライバシー配
慮、迷惑行為の管理規約盛り込みと徹底）
100戸以上は子育て支援施設等に関する協議と義務教育への
就学に関する教育委員会への協議

自然エネ
ルギーの
利用
断熱性の
向上、エ
ネルギー
効率の高
い設備機
器の使用
など環境
に配慮し
た計画に
努める。

分譲目的の場合は
修繕費用の積立、
長期修繕計画の作
成に関する規定を
盛り込んだ管理規
約等を定めるよう
入居者を指導す
る。事業者は将来
の給排水設備の更
新に十分配慮して
建築計画を行う。

事業者は住民
登録等の手続
きをおこなう
よう指導す
る。事業者は
入居者の自治
会の設立や町
会への加入を
積極的に働き
かけるものと
する。

－ 措置を講
じるよう
努める。
道路に面
するガラ
ス、外壁
に取付け
るガラス
（網入
り、合わ
せ、強化
ガラス、
フィルム
装着）

北区住宅基本
条例
（H15.6.17）

住宅政策の基本理
念及び住宅施策の
基本となる事項を
定めることによ
り、良質な住宅の
確保と良好な住環
境の創出を図り、
もつて、北区基本
構想に示す区の将
来像の実現に資す
ることを目的とす
る。

○ ○ － － － － － 区長は、高
齢、障害、国
籍等の理由に
より、民間賃
貸住宅におけ
る入居及び居
住の継続が制
約を受けるこ
とのないよう
に、賃貸人そ
の他の関係者
に対する啓発
に努める。

－ 区長は、良質な住宅の供給と良好な住環境の形成を促進する
ため、国、東京都その他の公共団体に対し、国公有地の有効
活用を図るよう協力を求めるものとする。

－ － － － －

北区集合住宅
の建築及び管
理に関する条
例
（H20.10.1）

集合住宅の建築に
起因する紛争の防
止を図るととも
に、ファミリー層
の定住化につなが
る住戸の整備を促
し、もつて区民の
円滑な近隣関係の
維持と地域コミュ
ニティの促進及び
良好な居住環境の
形成により、区民
が住み続けること
ができるまちづく
りを目的とする。

－ － － 集合住宅
地階を除く階
数が3以上で、
かつ、住戸数
が15戸以上の
共同住宅の用
途に供する建
築物
ワンルーム形
式住戸
住戸の住戸専
用面積が40平
方メートル未
満の住戸をい
う。

25㎡以上（個
人である建築
主が規則で定
める場合に該
当するとき
は、集合住宅
の一住戸の専
用面積を22㎡
以上とするこ
とができる）

家族向け住戸（専用面積
55㎡以上の住戸）を設置
しなければならない。

規則
当該建築物の総戸数から
30を減じたものに2分の1
を乗じて得たもの以上と
する。

・バリアフ
リーへの配慮
（道路から住
戸に至る主要
な経路に高齢
者等の利用に
配慮した措置
を講ずるこ
と）
（高齢者等の
入居する住戸
を低層の階に
するなど災害
時における避
難の安全に配
慮）

高齢者、障害
者等を受け入
れるよう努め
なければなら
ない。

－ ・自転車駐輪施設の設置
・多目的室の設置（50戸以上の場合）
・廃棄物保管場所の設置

建築主
は、地球
温暖化に
配慮した
建築を行
うよう努
めなけれ
ばならな
い。

・管理人室の設置
・管理に関する基
準

地域コミュニ
テイの形成
（建築主又は
所有者等は、
入居者の町会
または自治会
への加入に関
する協力に努
める）
（住民登録手
続きを入居者
が行うよう手
続きの周知に
努める）

－ －

北区居住環境
整備指導要綱
（H5.1.１）
（H20.10.1最
終改正）

市街地の秩序ある
整備を促進するた
め、集合住宅の建
設事業を対象と
し、区がその事業
者に対し、必要な
指導及び協力要請
を行うことにより
居住環境の向上を
図ることを目的と
する。

－ － － ワンルーム形
式の住戸
１住戸の床面
積が40㎡未満
の住戸

－ － － － － ・緑化の推進
・防犯（北区生活安全条例の規定に基づく）
・景観
・自転車駐車場
・バイク置場
・廃棄物保管場所及びごみ集積所
・資源保管場所
・壁面後退

－ ・集合住宅の計画
及び管理

－ － ・ガラス
の落下防
止

北

杉並
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

荒川区住宅基
本条例
（H5.12.17）

区民の住生活の安
定、向上を図り、
地域産業と住環境
が調和した地域社
会の維持発展に寄
与することを目的
とする。

○ ○ － － － － － 区長は賃貸人
その他の関係
人に対する啓
発に努める。

－ 定住の促進（区長は定住人口及び均衡のとれた人口構成の確
保を図るため必要な施策の実施に努める）
区は開発事業者に居住水準の向上、良好な住環境形成のため
必要な事項を要請することができる。

－ － 建築主は入居者
の既存の町会・
自治会への加
入、町会等の設
立等に関し区長
と協議し必要な
協力を行わなけ
ればならない。

－ －

荒川区集合住
宅の建築及び
管理に関する
条例
（H19.9.27）
（H20.3.21最
終改正）

集合住宅の居住者
にとって快適な居
住環境を確保し、
周辺における生活
環境の維持向上を
図り、良好な近隣
関係と豊かな地域
社会の形成を目指
す。

－ － － 集合住宅
戸数15戸以上

規則で定める
専用床面積を
25㎡以上

30戸以上の集合住宅は半
数以上を家族向け（規則
で定める専用床面積が50
㎡以上）としなければな
らない。

－ 規則で定める
区長との協議
事項。
③高齢者・障
害者等への配
慮

－ 防災対策
30戸以上の建築主は防火水槽の設置について消防署と協議し
区長に報告しなければならない。規則に従い防災対策を講じ
るよう努めなければならない。（規則100戸以上は5㎡以上の
防災用資機材置き場を原則1階に設置）
集会室の設置
50戸以上は規則で定める集会室の設置に努める
その他規則で定める区長との協議事項。
①子育て支援施設②土壌汚染に関する調査③高齢者・障害者
等への配慮④省エネルギー対策等地球環境への配慮⑤敷地周
辺店舗、工場等の施設への配慮⑥地域の住環境のための施策
等への配慮。

規則で定
める区長
との協議
事項。
省エネル
ギー対策
等地球環
境への配
慮

－ 建築主は既存
の町会等への
加入について
区長・町会と
協議し、入居
者へ周知を行
う　等

原則
とし
て生
垣又
は植
栽に
よる
こ
と。

－

板橋区住宅基
本条例
（H5.1.１）

住宅政策の基本理
念及び施策に関す
る基本的事項を定
め、区民と協力
し、区民の住生活
の安定向上を図
り、もって誰もが
住みたくなるよう
な魅力あるまちづ
くりに寄与するこ
とを目的とする。

○
（住宅
白書）

○
（住宅
対策審
議会）

区立住宅
及び区営
住宅の整
備を推進
し、か

つ、適切
に管理運
営しなけ
ればなら
ない。

－ － － － 区長は、高
齢、障害、国
籍等の理由に
より民間賃貸
住宅への入居
の機会が制約
されることが
ないよう賃貸
人その他の関
係者に対する
啓発に努める
ものとする。

－ 居住水準
①世帯人員に応じた適切な住宅規模②災害に対する安全性の
確保③環境・衛生上の設備・性能④高齢者・障害者の安全
性・快適性の配慮
住環境水準
①地震・火災等の災害に対する安全性②接道、排水等の状況
が環境・保健衛生上適切③空地、緑地が確保され、生活関連
施設・公共施設が適切に配置④地域と調和した良好な美観

－ － － － －

板橋区小規模
住戸が集合す
る建築物の建
築及び管理に
関する条例
（H21.4.１）

小規模住戸が集合
する建築物の建築
に伴う紛争の未然
防止を図るととも
に、豊かな住生活
の実現と、多様な
ライフスタイルに
適応する住環境の
確保を促進し、円
滑な近隣関係と良
好な居住空間の形
成に資することを
目的とする。

－ － － 小規模住戸
１住戸の専用
床面積が35㎡
未満の住戸。
小規模住戸集
合建築物
住戸を有しな
い地階を除く
階数が3以上の
集合建築物
で、小規模住
戸を15戸以上
有し、かつ、
小規模住戸が
総住戸数の1/3
以上のもの。

25㎡以上 ・小規模住戸を30戸以上
含む集合建築物を建築し
ようとする場合は、規則
で定めるところにより、
家族向け住戸又はバリア
フリーに配慮した住戸を
設置しなければならな
い。

－ － － ・小規模住戸集合建築物の建築に当たり次の施設等の整備を
しなければならない。
(１)　集会室
(２)　駐輪場
(３)　自動車駐車場又は車寄せ
(４)　廃棄物保管施設
(５)　その他区長が必要と認めるもの

－ ・管理人室を設置
・管理に関する基
準（当該建築物を
適正に管理）
・管理責任者を定
め、表示板を設置
・入居者の遵守事
項を定め、入居者
にこれを遵守させ
るよう努めなけれ
ばならない。

・地域コミュ
ニティの形成
（入居者の町
会、自治会へ
の加入等に協
力するよう努
めるものとす
る）

－ －

同上条例施行
規則（H21.4.
１）

条例の施行につい
て必要な事項を定
めるものとする。

－ － － － － 家族向け住戸は、当該建
築物の総戸数から29を減
じたものに1/3を乗じて得
たもの（その数に１未満
の端数があるときは、そ
の端数を切り上げた数）
以上の戸数を設置するも
のとする。
２　前項の家族向け住戸
１戸の専用床面積は、55
㎡以上とする。

バリアフリー
に配慮した住
戸は、総戸数
から29を減じ
たものに1/2を
乗じて得たも
の（１未満の
端数があると
きは切り上げ
た数）以上の
戸数を設置。
２　前項のバ
リアフリーに
配慮した住戸
は、共用部分
を含め、高齢
者が居住する
住宅の設計に
係る指針（平
成13年国土交
通省告示第
1301号）の基
本レベル以上
とする。

－ － ・集会室等の整備基準
・駐輪場等の整備基準
・自動車駐車場等の整備基準
・廃棄物保管施設の整備基準
・周辺の生活環境への配慮

－ ・管理人室の設置
基準
・管理に関する基
準
（30戸未満　定時
巡回による管理等
の適切な管理を行
うこと）
（緊急時の連絡
先、管理責任者の
氏名の表示）周辺
道路への自動車、
自動二輪車、原動
機付自転車及び自
転車の駐車駐輪の
禁止)
(騒音の発生その他
近隣住民への迷惑
行為の防止に関す
ること。廃棄物の
排出方法)

・町会又は自
治会への加入
等に関する協
力
（事業者等
は、町会又は
自治会が行う
防災、防犯そ
の他の地域活
動の入居者へ
の周知）
（町会又は自
治会への加入
等に関する入
居者への案内
の配付）

－ 落下物に
よる危害
の防止に
関するこ
と

荒川

板橋
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

練馬

練馬区まちづ
くり条例
（H18.4.１）
（H20.12.1最
終改正）

区民が積極的にま
ちづくりに参加す
る仕組み、まちづ
くりにおける区
民、事業者、区の
適切な役割分担と
協力関係の仕組み
をつくることによ
り、多様な主体の
協働によるまちづ
くりの公共性の実
現を図り豊かで魅
力的な都市環境の
形成を目指す

－ － － ワンルーム住
戸
29㎡未満の住
戸

ワンルーム形
式の集合住宅
の基準
20㎡以上

－ － － － ・まちづくりの計画（都市計画マスタープラン、総合型地区
まちづくり計画、重点地区まちづくり計画、地区計画等、建
築協定、郷土景観保全計画等）
・都市計画の決定等における住民参加、提案手続き
・土地取引の届け出
・開発事業に係る届け出
・大規模建築物の建築手続き等
・特定用途建築物の建築手続き（ワンルーム住戸が20戸以上
で、かつその戸数が総戸数の1/3を超える集合住宅）
・宅地開発事業の手続き
・墓地、自動車駐車場の開発手続き
・開発事業に係る紛争調整

・開発協議の基準等（ワンルーム形式の集合住宅の基準）
　（商業、近商を除く隣地からの壁面後退50ｃm以上、周辺
環境への配慮、駐車施設、廃棄物保管場所、管理に関する基
準等規則による）

ワンルーム形式の
集合住宅の基準
・管理に関する基
準
30戸未満　週4日以
上巡回、30戸～50
戸　週5日、4Ｈ以
上駐在、50戸以上
週5日8Ｈ駐在、廃
棄物の排出、管理
人室の設置場所
等

－ － －

葛飾区住宅基
本条例
（H5.11.12）
（H16.7.1最
終改正）

区民の健康で文化
的な住生活の安定
及び向上を図り、
もって豊かさを実
感できる区民生活
の実現に寄与する
ことを目的とす
る。

○
（区内
の住宅
に関す
る調査
を行
い、結
果を公
表す
る）

良質で多
様な区営
住宅及び
区民住宅
の供給に
努めるも
のとす
る。

－ － － － 区は、高齢、
障害、国籍等
の理由により
民間賃貸住宅
への入居の機
会が制約され
ることがない
よう、賃貸人
その他の関係
者に対する啓
発に努めるも
のとする。

－ － － 安定した地域
社会の形成
区は、居住者
の年齢構成、
世帯構成等が
均衡のとれた
地域社会とな
るよう努める
とともに、区
民が住み慣れ
た地域に住み
続けられるよ
うコミュニ
ティ施策の実
施に努めるも
のとする。

－ －

葛飾区中高層
集合住宅等建
設指導要綱
（S62.2.１）
（H17.10.１
最終改正）

区内において中高
層集合住宅の建設
事業を行う者に対
し必要な指導及び
協力の要請を行う
ことにより、良好
な集合住宅の確保
及び円滑な近隣関
係の維持に努め、
もって市街地の秩
序ある整備の推進
に寄与することを
目的とする。

－ － － 中高層集合住
宅階数（住宅
の用に供しな
い地階の階数
を除く。）が3
以上の建築物
で住戸数が15
戸以上のもの
をいう。

ワンルーム形
式住戸
中高層集合住
宅（以下「集
合住宅」とい
う。）におけ
る床面積 (バ
ルコニー、
メーターボッ
クス及びパイ
プスペースを
除く。以下同
じ。）が30㎡
未満の住戸を
いう。

－ 住戸数が15戸～29戸以下
住戸数の50％以上の住戸
の床面積を55㎡以上
住戸数が30戸以上
住戸数の50％以上の住戸
の床面積を55㎡以上と
し、かつ住戸数の20％以
上の住戸の床面積を75㎡
以上
前各号の規定による床面
積を有する住戸以外の住
戸
25㎡以上

 事業者は、住戸数が30戸
以上のときは、その平均
床面積が65㎡以上となる
ようにするものとする。

・福祉対策
（高齢者、障
害者、妊婦、
乳幼児等の居
住及び来訪に
配慮した基準
を満たすも
の、段差がな
く、床面は滑
りにくい　主
要出入口は、
有効幅1m以上
で段差のない
もの　　階段
には手すりを
設け、床面は
滑りにくく）
・ベビーカー
置場等の設置

－ － 犯罪の防止に配慮した設備（所轄警察署に申し出て協議）、
遮音措置（住戸間の壁の厚さ及び床の厚さを12㎝以上の遮
音構造)
外壁後退、福祉対策（事業者は、高齢者、障害者、妊婦、乳
幼児等の居住及び来訪に配慮した計画とする。)
児童施設等についての事前協議及び必要な措置（事業者は、
開発規模と地域の需要により、保育園等の児童施設等が著し
く不足することが想定できる場合には、施設の整備等、必要
な措置を講ずるよう努める。)
都市景観
集会室（30戸以上は住戸数に応じて基準による集会室又は多
目的ホールを集合住宅に設ける）
防災資器材倉庫（１階に基準による防災資器材倉庫を設置す
る）
防火用貯水槽(基準による防火用貯水槽を設置する)
雨水の利用、緑化、緑地、生け垣、遊び場等、自転車置場及
び駐車場、ゴミ保管施設、資源ゴミ保管施設、高速通信設備
の設置（インターネットで快適に伝送するため、大容量の情
報を高速で接続可能な環境の整備に努めるものとする。)
防災行政無線放送（集合住宅の建設により防災行政無線放送
に支障がある場合は、防災行政無線放送の施設を設置するた
め、別途協議の上集合住宅の屋上等の一部を提供するものと
する。
電波障害対策
風害（近隣家屋等に風害を生じさせないように努める。生じ
させた場合は、適切な措置を講ずる）
工事中の公害対策等　・防音、防振等対策
プライバシーの保護
学校等への配慮（事業者は、保育園、幼稚園、児童館、学童
保育クラブ、小学校及び中学校 （以下「学校等」とい
う。）の近接地域において分譲又は賃貸を行う場合は、購入
者及び入居予定者に対し、物件説明書等により、学校等から
の発生音について周知するものとする。

－ ・管理（15戸以上
の集合住宅に管理
人室を設け管理人
を置くものとし、
管理人不在の場合
に管理人への連絡
先を明記した表示
板を管理人室の前
に設置するものと
する。
２ 事業者は、ワン
ルーム形式住戸数
が30戸以上のとき
は、常駐管理人を
置くものとする。
・掲示板の設置
（自治町会のお知
らせ等を表示でき
る掲示板を入居者
に見やすい場所に
設置するものとす
る）
・管理規約（事業
者は、入居者に対
する遵守事項を徹
底するため管理規
約を定め､ 管理規
約には少なくとも
次に掲げる事項を
定めるものとす
る。

－ 事業
者
は、
道路
及び
隣接
地の
境界
に塀
等を
設置
する
場合
は、
可能
な限
り生
け垣
とす
るも
のと
す
る。

窓ガラス
等の落下
防止(道
路・通路
及び主要
出入口に
面する窓
ガラス
は、網入
りガラ
ス、強化
ガラス、
合わせガ
ラス、
フィルム
接着その
他同等の
効力を有
するもの
とす
る。）

葛飾
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

足立区住宅基
本条例
（H6.4.１）
（H16.10.25
最終改正）

住宅に関する施策
の基本となる事項
を定めることによ
り、区民の住生活
の安定及び向上を
図り、もって生活
の豊かさを実感で
きる住宅及び住環
境の実現に寄与す
ることを目的とす
る。

○
（調査
を行
い、結
果を公
表す
る）

○ 区営住宅
及び中堅
勤労者、
高齢者、
障害者等
に配慮し
た住宅の
供給及び
整備に努
めるもの
とする。

－ － － － 区は、高齢、
障害、国籍等
の理由により
民間賃貸住宅
への入居の機
会が制約され
ることがない
よう、賃貸人
その他の関係
者に対する啓
発に努めるも
のとする。

－ － － － － － －

足立区環境整
備基準
（H17.9.１）
（H21.7.1最
終改正）

無秩序な宅地開発
の防止、集合住宅
の建設に伴う公共
公益施設との調整
及び
大規模建設物等の
地域との調和を図
り、もって良好な
都市環境の整備を
促進することを目
的とする。

－ － － 集合住宅建設
事業
地上階数3以上
かつ住戸数15
戸以上となる
もの

－ － － － － 都市計画施設等との整合（事業者は、足立区基本計画等に整
合するよう計画しなければならない。)
生活環境対策等（周辺の良好な居住環境及び生活環境、調和
のとれたまちづくりに協力）
思いやりのある施設整備（東京都福祉のまちづくり条例に適
合する施設整備。外国人の利用に配慮して案内板などの外国
語の併記）
景観、緑化、廃棄物及び再利用対象物の保管施設、日照・電
波障害・風害対策、汚染土壌対策、騒音・振動対策、
集合住宅に係る責務
終日日影と共同化（計画戸数３０戸以上の建設により終日日
影物が生じる場合においては、事前にその関係権利者と、共
同化、土地の交換等について協議し、周辺環境との調和に努
める）
駐車施設等
バス停の整備（計画戸数３０戸以上で事業敷地がバス停に接
している場合、区と協議の上、バス停留所の整備に努める）
集会施設等（計画戸数３０戸以上の場合、多目的ホール又は
集会室を設けるものとする)

廃棄物及
びリサイ
クル（建
設副産物
（再生
材）をで
きる限り
使用し、
環境の保
護に努め
る。

 事業者は、管理人
又は管理責任者
に、入居者の実態
を把握させ、住民
登録指導、表札等
を設置する。 近隣
住民及び当該住宅
入居者等に、迷惑
行為の注意事項を
管理規約等に定
め、入居者に遵守
させる。良好な居
住環境の維持のた
め、維持管理につ
いて次の事項を管
理規約等に組み込
む）(1) 大規模な
修改善工事の積立
て(2) 防犯、ガス
の安全利用等(3)
東京都建築安全条
例による窓先空地
の適正な確保(4)
共有スペース・歩
道等の管理(5)計画
道路線がある場合
は、共有持分と分
離して処分ができ
る特約条項。

・地域コミュ
ニティの形成
（事業者又は
委託を受けて
入居をあっせ
んする者は、
地域コミュニ
ティの重要性
を深く認識す
るとともに、
次により、入
居者と近隣住
民の良好なコ
ミュニティが
保たれるよう
努めるものと
する。(1) 入
居者に対し
て、自治会の
設立又は町会
等の地域団体
への加入を働
きかけるこ
と。(2) 自治
会等のお知ら
せ等を周知で
きる掲示板を
居住者が見や
すい場所に設
置。

宅地
内に
塀を
設け
る場
合に
おい
て
は、
緑化
及び
防災
上原
則と
し
て、
生垣
又
は、
フェ
ンス
とす
るも
のと
す
る。

・落下物
対策（事
業者は、
震災時に
おける建
築物から
の落下物
に対する
安全措置
を講じる
ものとす
る）

足立
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

豊島区住宅基
本条例
（H5.3.30）
（H16.7.1最
終改正）

住宅政策の基本理
念及び施策の基本
となる事項を定め
ることにより、区
民の住生活の安定
を図り、もって生
活の豊かさを実感
できる住宅及び住
環境の創造に寄与
することを目的と
する。

○
（住宅
白書）

○
（住宅
対策審
議会）

区営住
宅、区立
住宅及び
区が借り
上げる良
質な民間
住宅(以下
「区営住
宅等」と
いう。)の
供給を促
進し、か
つ入居管
理の適正
化のため
の施策を
推進しな
ければな
らない。

－ － － － 区は、高齢、
障害、国籍等
の理由によ
り、入居の機
会が制約さ
れ、又は居住
の継続が制限
されることが
ないよう、賃
貸人その他の
関係者に対す
る啓発に努め
る。

－ 中高層集合住宅を建設する事業者に対して、当該住宅が適切
な規模並びに快適な住生活を営むために必要な性能及び設備
を備え、かつ良好な住環境の形成に寄与するものとなるよう
指導を行う。

－ － － － －

豊島区中高層
集合住宅建築
物の建築に関
する条例
（H17.1.１）
（H22.1.1最
終改正）

中高層集合住宅建
築物の建築に関す
る基本的事項を定
めることにより、
良質な集合住宅の
確保、良好な近隣
関係の維持向上及
び高齢社会の進展
に対応した居住環
境の整備を図り、
もって快適な住環
境及び生活環境の
形成に資すること
を目的とする。

－ － － 中高層集合住
宅建築物―地
階を除く階数
が3以上で、か
つ、住戸数が
15以上の共同
住宅
ワンルーム住
戸―規則で定
める基準によ
り算出した1住
戸(寄宿舎又は
下宿等の住室
を含む。)の専
用面積が30平
方メートル未
満の住居

中高層集合住
宅建築物の住
戸の専用面積
を20平方メー
トル以上とし
なければなら
ない。

－ ・高齢者の入
居への配慮
（当該敷地に
接する道路か
ら住戸に至る
主要な経路を
規則に定める
事項に適合さ
せるよう努め
なければなら
ない。
・高齢者の居
住に配慮した
住戸の設置
（中高層集合
住宅建築物の
住戸の総戸数
の10分の1以上
を規則で定め
る高齢者の居
住に配慮した
住戸としなけ
ればならな
い）

－ － ・駐車施設の設置（自動車、自転車及び原動機付自転車のた
めの駐車施設を設置する）
・ごみ及び再生資源の保管施設の設置（ごみ及び再生資源の
保管施設を設けなければならない）
・防犯安全対策（防犯対策上効果的な設備の設置等に関し
て、当該管轄の警察署と協議するものとする）
・外壁後退（外壁面又はこれに代わる柱の面から隣地境界線
までの距離を50センチメートル以上確保する）
・工事中の騒音の低減等の措置（工事中の騒音の低減、隣接
家屋のプライバシーの確保その他規則で定める必要な措置を
講じる）
・管理人室の設置等（建築主及び所有者等は、中高層集合住
宅建築物を適正に管理、入居者等に対する管理上の遵守事項
を管理規約又は使用細則に規定する）
・落下物による危害防止措置（震災時における落下物による
危害防止のため、措置を講じなければならない。避難階につ
いてはこの限りでない）
・商店街の振興（商店街が形成されている地域に中高層集合
住宅建築物を建築しようとするときは、当該商店街に存する
商店会組織と協議し、商店街の振興に配慮するよう努める）

・高齢者の入居への配慮（当該敷地に接する道路から住戸に
至る主要な経路を規則に定める事項に適合させるよう努めな
ければならない。

－ － － － －

同上条例施行
規則
（H17.1.１）
（H22.1.1最
終改正）

条例の施行につい
て必要な事項を定
めるものとする。

－ － － － － － ・高齢者の居
住に配慮した
住戸の設置・
高齢者の入居
への配慮（主
要な経路は段
差を設けない
こと、床面は
滑りにくい仕
上げ、有効幅
は1.2ｍ以上、
住戸内は段差
は設けない
（手すりの設
置可能な構造
はこの限りで
ない））玄
関、便所、浴
室に手すりの
設置

－ 建築主及
び所有者
等は、高
齢者円滑
入居賃貸
住宅への
登録に努
めなけれ
ばならな
い。

保管施設の構造
工事中の騒音の低減等の措置

－ 管理人室の設置基
準等

－ － 落下物に
よる危害
防止措置

豊島
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２３区　住宅関係条例等一覧 資料　６
（平成２２年１月２５日現在）

区名 名称 目的等

住宅
基本
計画
等の
策定

住宅政
策審議
会等の
設置

公的住宅
ワンルームマン
ションの定義

居住面積水準 ファミリー向け住戸の付置
バリアフリー化
義務付け

高齢者等入居
排除禁止

高齢者
円滑入
居登録
義務

その他の基準等
環境への
配慮

分譲マンション適正
管理

地域コミュニティ
ブロッ
ク塀
禁止

落下物
対策

住環境の
安全性

共同住宅指導住宅施策 分譲マンション適正管理

江戸川区住宅
等整備事業に
おける基準等
に関する条例
（H18.4.１）

事業者による住宅
等整備事業に関
し、必要な手続及
び基準その他必要
な事項を定め、
もって区民の生活
環境の向上を図る
とともに、人と環
境にやさしいまち
づくり及び豊かな
コミュニティの形
成に寄与すること
を目的とする

－ － － － ・戸当たり住
居専用面積

（多様な世代
及び世帯で構
成された活力
のある地域ま
ちづくり並び
にファミリー
世帯がゆとり
を持って住み
続けることが
できる住まい
を確保するた
め、戸当たり
住居専用面積
を規則で定め
る基準に基づ
き確保するも
のとする）

－ ・バリアフ
リー（熟年者
及び障害者等
すべての者が
暮らしやすい
まちづくりを
推進するた
め、規則で定
めるところに
よりバリアフ
リーに努める
ものとする）

－ － ・環境空地（規則で定める基準に基づき環境空地を整備す
る）
・防災施設（震災その他の災害時に、入居者及び周辺住民の
生活用水及び消火用水等を確保するため、防災施設の設置を
行う）
・廃棄物等の集積場（廃棄物及び資源ごみの収集のための集
積場を確保する）
・廃棄物の減量等の促進（廃棄物の減量及び資源の有効利用
に努める）
・防犯対策（防犯対策に十分留意して事業を行うものとす
る、防犯灯を設置し、当該管理者へ引き継ぐ、）
・生活環境の確保への配慮を十分に図るものとする。

－ ・広報掲示板（事
業者は、入居者及
び周辺住民が区政
情報を身近に確認
できる手段とし
て、広報掲示板を
設置する）
・コミュニティ
ルーム（戸数規模
に応じてコミュニ
ティルームを設置
するものとする）
・分譲の共同住宅
等の適正管理（管
理組合の設立に努
めるものとし、規
則で定めるところ
により、当該活動
を円滑に行うため
の措置を講じるも
のとする）
・地域コミュニ
ティの形成（区と
連携し、入居者に
係る町会、自治会
等への加入及び新
設に関する協力を
行うものとする）

－ － ・窓ガ
ラスの
落下対
策（道
路、通
路及び
主要出
入口に
面する
窓ガラ
スの落
下対策
を規則
で定め
るとこ
ろによ
り施
す）

同上条例施行
規則
（H18.4.１）
（H21.10.1最
終改正）

条例の施行の施行
に関し必要な事項
を定めるものとす
る。

－ － － － １　１５戸未
満の部分につ
いては、平均
３０㎡以上と
し、これを超
える部分につ
いては、当該
戸数の平均を
７０㎡以上と
する。
２　前号の規
定にかかわら
ず、個人であ
る事業主が、
区長が別に定
める要件に該
当する事業区
域において、
賃貸の共同住
宅等の建築を
計画する場合
は、計画戸数
のうち３０戸
未満の部分に
ついての最低
面積を２５㎡
とし、３０戸
以上の部分の
最低面積を５
０㎡。

－ ・バリアフ
リーの整備基
準（段差をな
くす、出入口
の有効幅は一
メートル以
上、手すりを
設置、床面の
仕上げは滑り
にくく、つま
ずきにくい）

－ － ・避難安全上の配慮
・駐車場等の整備基準
・生活環境を保全する措置（５０戸以上はコミュニティルー
ム）
・環境空地の基準
・防災施設の整備基準（防災貯水槽）
・防犯灯の設置基準
・事業計画等における配慮事項（工業系用途地域内に共同住
宅等を建設する場合）

－ ・マンション管理
の支援措置（事業
者は、管理組合の
設立に努めるもの
とし、管理者への
設計図書等の引継
ぎ後、速やかに管
理組合の設立等に
関する届出を区長
に提出するものと
する）
・次に掲げる設備
等を設置（管理組
合専用のポスト、
管理組合専用の掲
示板、マンション
の重要図書等を保
管するための書庫
等）

・町会・自治
会等への加入
等に関する協
力（事業者
は、入居者へ
の町会・自治
会等への加入
等に関する案
内の配布等）

－ 窓ガラ
スの落
下対策
の基準

江戸川
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